
令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

令和２年から小学校高学年では外国語科として教科となり週
２時間、中学年では、外国語活動として週１時間実施され
る。令和２年度から小学校のＡＬＴが１名増員され３名とな
り、高い英語力をもつ指導員と担任が連携することによっ
て、質の高い充実した学習が展開できている。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

-2.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

27,593,000

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

28,995,500

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

市内小学校へのALT配置手配

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

2,568,000 2,568,000 0.0% 2,568,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 22,838,322 28,168,849 27,689,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 2,568,000 2,568,000

-2.2% 26,427,500

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 600 600 600 600 0.0% 600

⑤一般財源 円 20,270,322 25,600,849 25,121,000 25,025,000

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

20,270,322 25,600,849 25,121,000 25,025,000 -2.2% 26,427,500

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

71.1% 90.0 
簡単な会話ができるようになった人数/生徒数（全国学力・学習状況調査) ％ 76 未実施 90 73 81.1% 90 

時間 1,425 1,470 1,470 

成
果

英会話に興味をもった人数/児童・生徒数（全国学力・学習状況調査) ％ 76.3 未実施 

授業を受けた児童・生徒数 人 2,861 2,779 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

1,470 100.0%

90.0 64.0 

2,667 2,667 100.0% 2,598 

1,400 

計画

活
動

配置したＡＬＴが補助した授業時間数（小学校5・6年生）

対　   　象 市内の児童・生徒

手       段
（活動指標）

市内小中学校へのALT配置手配

２
事
業
概
要

事 業 概 要
・市内中学校（２校）各１名ずつ外国語指導助手を配置し、英語の授業の補助をしてもらい、生徒に英語会話でのコ
ミュニケーションの楽しさや国際社会に対する興味をもってもらう。
・全小学校（５校）に外国語指導助手を配置し、児童を対象に英語に親しむ活動を行っている。

意       図
（成果指標）

①英語に興味を持ってもらう。②簡単な英語が話せるようになる。③異文化に対する興味を持つようになる。④ネイ
ティプに近い発音を聞くことで、英語に親しみを感じ、コミュニケーション能力の向上を図ることができる。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－１．確かな学力を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成7年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 英語教育推進事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 12

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 英語教育推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

H31年度より特別支援教育コーディネーターを配置し、相談会
への出席、就学に向けた保護者相談、小中学校及び保護者相
談を行い、就学前から一貫した支援体制を提供する。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

-0.9%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

5,653,197

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

6,326,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

特別支援教育コーディネーターを配置した。
特別支援教育を行う特別支援学級、通級指導教室の教材を整備した。
発達障害児（心身障害児）の適正な就学を図るため、魚津市教育支援委員会を開催した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

2,568,000 2,568,000 0.0% 2,568,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 5,976,462 5,705,047 6,212,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 2,568,000 2,568,000

-5.2% 3,744,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 600 600 600 600 0.0% 600

⑤一般財源 円 2,804,261 2,409,548 2,696,000 2,284,971

④その他（使用料、雑入等） 円 6,201 5,499

③地方債 円

7,000 6,226 13.2% 14,000

②県支出金 円 598,000 722,000 941,000 794,000 10.0%

①国庫支出金 円

3,408,462 3,137,047 3,644,000 3,085,197 -1.7% 3,758,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 100 

相談会での相談件数 件 22 23 60 43 71.7% 60 

件 10 6 10 

成
果

適切な就学先となった児童生徒の割合 ％ 100 100 

相談会開催回数 回 8 8 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

18 180.0%

100 100 

10 9 90.0% 10 

10 

計画

活
動

委員会における就学指導判断件数

対　   　象 心身に障害のある児童生徒

手       段
（活動指標）

①適正な就学に向けて、相談活動を充実させる。　②教育支援委員会に向けた、調査活動　③教育支援委員会での判
断

２
事
業
概
要

事 業 概 要
心身に障害のある児童生徒の適正な就学を図るため、魚津市教育支援委員会を置き、心身障害児の障害の種類、程度
等に応じて適切な就学先の総合的な判断をする。特別支援学級に対する教材を整備する。
発達に不安のあるお子さんの相談を受ける。

意       図
（成果指標）

障害のある園児児童生徒が適切な就学が可能となる。
学校生活における不安を軽減する

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－１．確かな学力を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和51年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 特別支援教育推進事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 14

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 特別支援教育推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

児童の教育において、教職員の資質や授業力の向上は極めて
重要であり、場所や内容、形態等を工夫して研修の充実に努
めなければならないと考える。また、新学習指導要領に対応
するためにも、新教育課程推進事業により、これまで以上に
「主体的・対話的で深い学び」を充実するための支援を行っ
ていきたい。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

628.2%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

17,422,323

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

18,012,500

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

教員の資質向上を図るため、従来の内地留学や各種研究業務委託に加え、新規事業としてICT教育の先進地視察を開催した。
各種協議会、研究会の学校負担金など、小学校校長会、教頭会に補助、助成を行った。

12月補正　フィルタリング・ドリルソフト導入　13,675千円

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

856,000 856,000 0.0% 856,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 3,669,420 2,392,524 20,663,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 428,000 856,000

978.2% 17,156,500

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 100 200 200 200 0.0% 200

⑤一般財源 円 3,241,420 1,536,524 19,807,000 16,566,323

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

3,241,420 1,536,524 19,807,000 16,566,323 978.2% 17,156,500

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 1 

必要な研修を受けることができた教員数 人 1 1 1 1 100.0% 1 

回 6 6 6 

成
果

内地留学で学んだ内容を指導に生かすことができた教員数 人 1 1 

内地留学者数 人 1 1 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

6 100.0%

1 1 

1 1 100.0% 1 

6 

計画

活
動

小学校教育研究会・教育課程研究部会回数

対　   　象 市立小学校で勤務する教員

手       段
（活動指標）

教職員の指導力向上を目的とした研修会等の実施

２
事
業
概
要

事 業 概 要 教職員の指導力向上を目的とした研修会等の実施

意       図
（成果指標）

各小学校で設定した課題に対し、教員が研修を行い、今後の教育計画等に生かすことができる。内地留学教員が大学
で学んだことを指導に生かすことができる。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

小学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校総務費

基本事業名 基本事業13－１．確かな学力を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成10年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 小学校教育研究事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 23

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 小学校教育研究事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

生徒の教育において、教職員の資質や授業力の向上は極めて
重要であり、場所や内容、形態等を工夫して研修の充実に努
めなければならないと考える。また、新学習指導要領に対応
するためにも、新教育課程推進事業により、これまで以上に
「主体的・対話的で深い学び」を充実するための支援を行っ
ていきたい。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

165.5%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

9,748,418

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

2,877,800

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

教員の資質向上を図るため、内地留学を行い、また、各種研究業務委託を行った。
各種協議会、研究会の学校負担金など、中学校校長会、教頭会及び中体連等に補助、助成を行った。

12月補正　フィルタリング・ドリルソフト導入　5,685千円

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

684,800 684,800 0.0% 684,800

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,188,898 3,671,727 10,906,800

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 684,800 684,800

203.4% 2,193,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 160 160 160 160 0.0% 160

⑤一般財源 円 1,504,098 2,986,927 10,222,000 9,063,618

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

1,504,098 2,986,927 10,222,000 9,063,618 203.4% 2,193,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 1 

必要な研修を受けることができた教員数 人 1 1 1 1 100.0% 1 

回 14 14 14 

成
果

内地留学で学んだ内容を指導に生かすことができた教員数 人 1 1 

内地留学者数 人 1 1 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

14 100.0%

1 1 

1 1 100.0% 1 

14 

計画

活
動

中学校教育研究部回数

対　   　象 市立中学校で勤務する教員

手       段
（活動指標）

教職員の指導力向上を目的とした研修会等の実施

２
事
業
概
要

事 業 概 要 教職員の指導力向上を目的とした研修会等の実施

意       図
（成果指標）

各中学校で設定した課題に対し、教員が研修を行い、今後の教育計画等に生かすことができる。内地留学教員が大学で学んだことを指導に生
かすことができる。新教育課程実践推進事業の研究を生かして中学校における体験活動の充実を図ることができる。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

中学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校総務費

基本事業名 基本事業13－１．確かな学力を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成10年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 中学校教育研究事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 28

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 中学校教育研究事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ｂ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

児童の論理的な思考力や問題解決能力の育成を目的に、プロ
グラミング教育は必要で、教員の授業力の向上は重要であ
り、研修の充実に努める。また、児童がスムーズにプログラ
ミングを学習するための支援を行う。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

218.9%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

3,778,963

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ｂ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

7,426,500

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

プログラミング教育推進協議会の設置、開催
プログラミング教材の購入
教員を対象にした研修会の実施
キッズプログラミングスクール開催
紅ズワイガニロボコン開催

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,284,000 1,284,000 200.0% 1,284,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,185,184 4,069,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 428,000

229.5% 6,142,500

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 3 3 50.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 100 300 300 200.0% 300

⑤一般財源 円 757,184 2,785,000 2,494,963

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

757,184 2,785,000 2,494,963 229.5% 6,142,500

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

173.3% 50 

授業を受けた児童数（６年生） 人 322 314 314 100.0% 313 

人 1,780 1,718 

成
果

実験セット購入数 個 30 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

1,718 100.0%

15 26 

1,718 

計画

活
動

市内の児童数

対　   　象 市内小学校に通う児童生徒・市内小学校に勤務する教員

手       段
（活動指標）

プログラミング教育教材の購入
教員の指導力向上を目的とした研修会等の実施

２
事
業
概
要

事 業 概 要
令和２年度からの小学校学習指導要領改訂に伴い、プログラミング教育が各教科に盛り込まれることから、プログラ
ミング教育を推進するもの。

意       図
（成果指標）

プログラミング的思考を身に付ける

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－１．確かな学力を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 令和２年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 小学校教育研究事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 36

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 プログラミング教育推進事業・ロボコン魚津大会実施事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

学校司書が配置されることにより、学校図書館の利便性が向
上しており、授業等での活用が促進され、より質の高い学習
を実施することが可能となっている。各種取組みにより読書
量の増加を図っているが、年度により増減がみられる状況で
あり、策定から７年が経過した子ども読書活動推進計画の見
直しが必要となっている。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

13.1%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

8,055,763

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

9,092,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

司書の退職に伴い、人材の確保に尽力した。
貸出システムの電算化の方策を調査した。
全国規模の研修会が富山で開催されるため、参加検討を行った。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,284,000 1,284,000 0.0% 1,284,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 6,257,656 7,120,475 8,824,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 1,284,000 1,284,000

16.0% 7,808,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 300 300 300 300 0.0% 300

⑤一般財源 円 4,959,037 5,836,475 7,519,000 6,771,763

④その他（使用料、雑入等） 円 14,619

③地方債 円

21,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円

4,973,656 5,836,475 7,540,000 6,771,763 16.0% 7,808,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 100 

１か月に読んだ本の冊数（小学校） 冊 10.6 11.4 13.0 12.8 98.5% 13.0 

校 7 7 7 

成
果

学校司書配置数 ％ 100 100 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

7 100.0%

100 100 

7 

計画

活
動

学校司書配置の市内小中学校数

対　   　象 市内小中学校の児童生徒・学校図書館数

手       段
（活動指標）

市内全小中学校に学校司書を配置できるよう人材を確保する。
学校図書館司書資質向上のため、研修、情報交換を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
「第２次魚津市子ども読書活動推進計画」に基づき、子どもの読書活動を推進する。
推進策の一つとして、小中学校に学校司書を配置する。

意       図
（成果指標）

学校司書の配置により、子どもたちが図書室を利用する機会を増やし、読書活動を推進することによって国語力の向
上と生きる力、楽しみの基を築く。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－２．豊かな心を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成13年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 学校司書配置事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 13

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校司書配置事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

義務教育年代における不登校児において、適応指導教室「す
まいる」は、大切な居場所であり学校復帰等に向けた大事な
手段であるとともに義務教育後の人生にも大きな影響を与え
るものである。保護者からも大きな期待を寄せられており、
可能であれば指導員を増員して、学校や保護者等と連携を深
めながら充実した事業を実施していきたい。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

44.3%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

6,127,284

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

9,684,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

魚津市教育センターに「適応指導教室」として、「すまいる」を開設。
不登校児童生徒の指導に当たるため、教員免許を所有する指導員を配置し、児童生徒の指導及び保護者の相談を行った。
また、Ｈ31年度は、H30.12月に住吉小学校敷地から旧村木小学校３階へ移転して以降、初の年間を通した活動となり、市内全域から
の参加がより容易になった。
臨時休校を経て、利用者数は増加している。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

428,000 428,000 0.0% 428,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 4,061,280 4,247,257 6,502,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 428,000 428,000

49.2% 9,256,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100 100 100 100 0.0% 100

⑤一般財源 円 3,633,280 3,819,257 6,059,000 5,699,284

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

15,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円

3,633,280 3,819,257 6,074,000 5,699,284 49.2% 9,256,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

152.4% 91.00 

登校日数が増加した児童生徒 人 9 11 11 14 127.3% 14 

人 42 63 40 

成
果

参加率(教室在籍児童生徒数/不登校児童生徒数） ％ 64.60 84.00 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

75 187.5%

60.00 91.46 

75 

計画

活
動

教室在籍児童生徒数

対　   　象 不登校児童生徒

手       段
（活動指標）

適応指導教室を開設し、不登校児童生徒への教室参加を啓発、及び在籍児童生徒の指導

２
事
業
概
要

事 業 概 要
諸事情により不登校となった児童生徒の引きこもり等を解消するため、学校とは異なる形態の適応指導教室「すまい
る」を開設し、児童生徒の居場所を確保するとともに、活動を通じて学校への復帰を促す。

意       図
（成果指標）

学校に行けない子どもの心のケアを実施し、義務教育を受けることのできる環境を作る。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－２．豊かな心を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成19年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 適応指導教室運営事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 15

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 適応指導教室運営事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

助産師からの講義や赤ちゃんとの触れ合い体験を通じ、家族
への感謝とともに、自分の命の大切さ、他人の命の大切さを
学ぶことが出来た。しかし、少子化のため年々協力親子の確
保が困難になってきている。県の事業を活用する。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

6.5%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

1,907,909

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

2,320,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

市内全小中学校で「いのちの授業」を実施した。
中学校において、産婦人科医による「性教育」にも踏み込んだ「いのちの授業」を行った。
一人一人のいのちの大切さを知り、家族に対して感謝の気持ちをもつことができた。
昨年度実施できなかった学年でも実施した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,712,000 1,712,000 0.0% 1,712,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,078,100 1,792,000 2,596,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 1,712,000 1,712,000

144.9% 608,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 400 400 400 400 0.0% 400

⑤一般財源 円 366,100 80,000 884,000 195,909

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

366,100 80,000 884,000 195,909 144.9% 608,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

校 7 2 7 

成
果

事業に参加した児童生徒数 人 1,038 361 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

7 100.0%

1,130 1,130 100.0% 777 

7 

計画

活
動

実施校数

対　   　象 小中学校児童生徒

手       段
（活動指標）

市内小中学校でいのちの教育授業を実施。
いじめ実態調査の実施。推進委員会の開催。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
命の大切さを学ぶ授業、乳児とのふれあい体験活動の実施。
魚津市いじめ防止対策推進委員会を設置し、いじめの実態把握及び根絶のための方策について取り組む。

意       図
（成果指標）

命の尊さを学び、お互いに相手を思いやりいたわる優しい心を育む。また親や家族に感謝する心を育てる。
いじめのない学校づくりに努める。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－２．豊かな心を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成25年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 情操教育推進事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 18

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 情操教育推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

現代社会において、大人も子どもも規範意識や人とのつなが
りが希薄になってきたとの指摘がある。豊かな心と社会性を
育む意味からも本事業におけるさまざまな効果は、県内外で
高く評価されているところであり、今後も継続が望まれる。
学校でのキャリア教育の充実とともに、生徒の職業意識を高
めるための大切な体験活動である。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

2284.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

1,020,340

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

1,650,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

「社会に学ぶ14歳の挑戦」事業推進委員会が中心となり、実施計画をたて、協力事業所と調整する。
１／２県補助事業。
市は、参加者生徒の傷害保険の加入や県補助金交付事務を行う。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

428,000 428,000 900.0% 428,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,488,782 42,800 1,060,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 428,000 42,800

622,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 100 10 100 100 900.0% 100

⑤一般財源 円 531,782 387,000 298,340

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

294,000 600,000

②県支出金 円 529,000 245,000

①国庫支出金 円

1,060,782 0 632,000 592,340 1,222,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 328 

自分の将来について考えた生徒数 人 360 0 328 328 100.0% 328 

人 358 0 328 

成
果

目標をもって取り組んだ生徒数 人 361 0 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

328 100.0%

328 328 

328 

計画

活
動

市内中学２年生の生徒数

対　   　象 市内中学校の２年生

手       段
（活動指標）

「社会に学ぶ14歳の挑戦」事業推進委員会が中心となり、実施計画をたて、協力事業所との調整を行う。
１／２県補助事業

２
事
業
概
要

事 業 概 要
キャリア教育の推進を図るため、中学２年生が関係諸団体の協力を得て、市内事業所等での職場体験や福祉・ボラン
ティア活動を市内２中学校で実施する。体験日数は実施期間６日間のうち５日間の体験活動に参加するもの。

意       図
（成果指標）

企業での職場体験により、働くことの喜び・厳しさを知り、将来の自分の生き方を考える機会づくり。
体験を通して社会人のマナーを学び、指導ボランティアたちとの交流を通してコミュニケーション能力を身につける。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

中学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校総務費

基本事業名 基本事業13－２．豊かな心を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成12年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 社会に学ぶ14歳の挑戦事業（地域ぐるみこころの教育推進事業） 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 30

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 社会に学ぶ14歳の挑戦事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

小学校の教育充実に向けて、児童及び教職員の健康診断、健
康保持増進は必要不可欠である。
改正労働安全法により義務づけられた労働者のストレス
チェックを平成31年度より実施する。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

1.2%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

9,503,818

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

10,296,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

児童：心臓検診（小１）、尿・蟯虫検査（全児童）、結核検診（全児童）
教職員：胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
教職員希望者：Ｂ型肝炎予防接種
Ｈ31年度よりストレスチェックの実施

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,284,000 1,712,000 33.3% 1,712,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 9,927,159 9,387,437 10,113,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 1,284,000 1,284,000

-3.8% 7,806,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 300 300 300 400 33.3% 400

⑤一般財源 円 7,855,639 7,317,967 8,018,000 7,042,018

④その他（使用料、雑入等） 円 787,520 785,470

③地方債 円

811,000 749,800 -4.5% 778,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円

8,643,159 8,103,437 8,829,000 7,791,818 -3.8% 8,584,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

99.8% 1,651 

教職員受診者数 人 103 108 110 131 119.1% 131 

人 1,818 1,780 1,718 

成
果

児童受診者数 人 1,809 1,775 

市内小学校に勤務する教職員数 人 167（臨時職員含む） 171（臨時職員含む） 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

1,715 99.8%

1,718 1,715 

171（臨時職員含む） 169（臨時職員含む） 169（臨時職員含む） 

1,651 

計画

活
動

市内の児童数

対　   　象 市内小学校に通う児童・市内小学校に勤務する教職員

手       段
（活動指標）

学校・健診実施機関との連携を図り、受診できる環境を作る。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内小学校児童及び教職員の健康診断の実施

意       図
（成果指標）

健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。

根　拠　法　令 学校保健法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

小学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校総務費

基本事業名 基本事業13－３．健やかな体を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和33年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 小学校健康保健事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 22

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 児童・教職員健康診断事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

中学校の教育充実に向けて、児童及び教職員の健康診断、健
康保持増進は必要不可欠である。
改正労働安全法により義務づけられた労働者のストレス
チェックを平成31年度より実施する。

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ｂ

１
次
評
価

-4.2%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

5,728,754

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

6,239,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

生徒：心臓検診（中１）、尿検査（全生徒）、貧血・生活習慣病予防検診（中２）、結核検診（全生徒）
教職員：胃がん検診、胸部Ｘ線間接撮影、心電図検査、聴力検査、血圧測定、尿検査、肝機能検査、貧血検査
教職員希望者：Ｂ型肝炎予防接種
Ｈ31年度よりストレスチェックの実施

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

1,284,000 856,000 -33.3% 856,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 6,604,801 5,982,952 6,549,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 1,284,000 1,284,000

4.2% 4,937,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 300 300 300 200 -33.3% 200

⑤一般財源 円 4,880,121 4,276,212 4,817,000 4,454,594

④その他（使用料、雑入等） 円 440,680 422,740

③地方債 円

448,000 418,160 -1.1% 446,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円

5,320,801 4,698,952 5,265,000 4,872,754 3.7% 5,383,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 946 

教職員受診者数 人 51 59 60 52 86.7% 52 

人 1,039 982 949 

成
果

生徒受診者数 人 1,021 982 

市内中学校に勤務する教職員数 人 89（臨時職員含む） 88（臨時職員含む） 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

949 100.0%

949 949 

88（臨時職員含む） 92（臨時職員含む） 92（臨時職員含む） 

946 

計画

活
動

市内の生徒数

対　   　象 市内中学校に通う児童・市内中学校に勤務する教職員

手       段
（活動指標）

学校・健診実施機関との連携を図り、受診できる環境を作る。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 市内中学校児童及び教職員の健康診断の実施

意       図
（成果指標）

健康を保持し、学校教育の円滑な実施とその成果を確保する。

根　拠　法　令 学校保健法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

中学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校総務費

基本事業名 基本事業13－３．健やかな体を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和43年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 中学校健康保健事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 27

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 生徒・教職員健康診断事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) 　 Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

児童、学校にとって効率的な授業スケジュールの設定が必要

１ 高い

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 　

１
次
評
価

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

2,167,053

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 　 Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

3,154,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

小学校のプール授業を学校外のプールで行う

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 　 Ａ

1,284,000 1,284,000 1,284,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 2,618,000

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円

1,870,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 300 300 300

⑤一般財源 円 1,334,000 883,053

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

②県支出金 円

①国庫支出金 円

1,334,000 883,053 1,870,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

150.0% 4 

人 729 

成
果

実施学校数 校 - - 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

729 100.0%

2 3 

888 

計画

活
動

実施児童数

対　   　象 市内小学生

手       段
（活動指標）

プール授業を学校外で行う。
外部指導補助員を活用して授業を行う。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 小学校プール老朽化のため、市総合体育館プールで水泳事業を実施するもの。

意       図
（成果指標）

泳力向上

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連あり（評価対象）

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－３．健やかな体を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載なし

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 令和３年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 小学校教育研究事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 37

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 プール授業外部委託モデル事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 給食センター運営費 係　　　　　名 給食係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-24-2720

ソフト事業 2

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校給食運営事業 担
当
部
署

課　　等　　名 学校給食センター

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 昭和49年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

根　拠　法　令 学校給食法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 給食センター費

基本事業名 基本事業13－３．健やかな体を育む教育の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 小中幼の児童生徒及び教職員、学校給食

手       段
（活動指標）

学校給食（小・中・幼）の調理及び食器等の洗浄業務をきちんと行い、学校給食を確実に実施すること。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
健康で豊かな人格と社会性を身につけた児童生徒の育成を図るため、安全・安心な学校給食を提供する。

学校給食（小・中・幼）の調理及び食器の洗浄業務等給食提供に関する事業

意       図
（成果指標）

安心・安全で、栄養のバランスがとれたおいしい給食を提供する。

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

204 102.5%

99.2 96.1 

200 

計画

活
動

学校給食の実施日数 日 183 185 199 

成
果

100%-残食率 ％ 97.5 96.7 96.9% 99.2 

79,992,301 80,328,770 87,618,099 86,787,147 8.0% 85,150,800

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

②県支出金 円

①国庫支出金 円

④その他（使用料、雑入等） 円 1,279,000

③地方債 円

1,300 1,300 1,300 0.0% 1,300

⑤一般財源 円 79,992,301 79,049,770 87,618,099 86,787,147

4,280 円）(Ｂ) 円 5,564,000 5,564,000

9.8% 85,150,800

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 2 2 2 2 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

2

②年間所要時間 時間 1,300

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

学校給食調理・洗浄等業務が計画どおり進むように、進行状況の確認及びトラブル発生時の迅速な対応を行い、各学校等に安心・安
全で栄養バランスのとれた学校給食を届けることができた。

平成31年度から「魚津市学校給食における食物アレルギー対応マニュアル」により新たな食物アレルギー対応を実施した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

5,564,000 5,564,000 0.0% 5,564,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 85,556,301 85,892,770 93,182,099

③人件費（②×＠

7.5%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

92,351,147

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

90,714,800

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

安全・安心で、おいしい学校給食を提供する為、衛生管理を
徹底し、また、異物混入の防止に努める必要がある。学校給
食調理・洗浄等業務委託業者に衛生講習会及び巡回指導を実
施し、又、報告書等により入念な確認を行い、確実に給食を
提供するよう毎日ミーティングを実施する。
栄養教諭等を中心に学校と連携して食育を進める。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

予 算 事 業 名 学校規模適正化事業 係　　　　　名 総務係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1043

ソフト事業 1

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 学校規模適正化事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成17年度 終了年度 令和５年度 予
算
科
目

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

教育総務費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校教育費

基本事業名 基本事業13－４．教育環境の整備・充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

対　   　象 市立小学校

手       段
（活動指標）

魚津市学校規模適正化推進計画に基づき、地区や保護者の理解を得るため説明会を開催していく。また、統合にあ
たっては、順次、統合準備会を組織し、校名、校歌、校章あるいは制服、通学等に関する事項を決めていく。

２
事
業
概
要

事 業 概 要 平成26年３月に策定した魚津市学校規模適正化推進計画に基づき、令和５年度までに小学校を４校に統合する。

意       図
（成果指標）

学校の規模適正化を図り、子どもたちのより良い教育環境を整備する。

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

0 0.0%

4 4 

1 1 100.0% 7 

3 

計画

活
動

地区等の説明会開催回数 回 0 1 1 

成
果

標準適正規模小学校数 校 3 4 

教育委員会議の協議回数 回 0 1 

100.0% 4 

適正規模校の割合 ％ 80 80 80 80 100.0% 80 

46,945,660 0 52,000,000 0 129,690,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

②県支出金 円 0

①国庫支出金 円

0 116,500,000

0 10,000,000

0

④その他（使用料、雑入等） 円 0

③地方債 円 40,800,000

900 900 900 0.0% 900

⑤一般財源 円 6,145,660 52,000,000 0

4,280 円）(Ｂ) 円 3,852,000 3,852,000

3,190,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 900

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

小学校別就学見込み数を定期的に調査し、児童数の推移を注視した。
12月補正　清流小学校隣接地建物解体等工事、隣接地購入
公有地の拡大の推進に関する法律に基づき学校用地として先行取得⇒繰越明許

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

3,852,000 3,852,000 0.0% 3,852,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 50,797,660 3,852,000 55,852,000

③人件費（②×＠

0.0%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

3,852,000

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

133,542,000

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

清流小学校隣接地の建物解体及び隣接地の購入を令和４年10
月頃までに終了予定。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

平成２９年1月に魚津市教育情報化整備基本計画を策定した。
Ｒ２年度に導入したタブレット、電子黒板等の維持管理管理
を行う。
Ｒ３年度にドリルソフト、フィルタリングを導入。タブレッ
トの持ち帰りを進めた。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

-61.6%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

53,356,589

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

50,076,600

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

理科教育振興法に基づき、小学校の理科備品を整備した。
理科備品：411,160円
各校に高速印刷機導入（リース）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

3,509,600 3,509,600 0.0% 3,509,600

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 47,425,683 138,971,010 56,479,149

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 3,509,600 3,509,600

-13.6% 46,427,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 820 820 820 820 0.0% 820

⑤一般財源 円 36,661,083 57,469,410 52,759,549 49,651,989

④その他（使用料、雑入等） 円 7,046,000

③地方債 円

195,000 -99.7% 140,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円 209,000 77,992,000 210,000

43,916,083 135,461,410 52,969,549 49,846,989 -63.2% 46,567,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 50 

児童用コンピューター整備率 ％ 100 100 100 100 100.0% 100 

千円 425 280 420 

成
果

理科備品整備率 ％ 50 51 

児童用コンピューター台数 台 230 1,779 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

411 97.9%

50 50 

0 0 0 

280 

計画

活
動

当該年度理科備品整備数量

対　   　象 市立小学校における理科備品、コンピューター環境（パソコン室ほか）

手       段
（活動指標）

全小学校に所要の理科備品を整備する。
小学校にＰＣを配置し、随時、最適なコンピュータ環境に更新する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
理科教育振興法に基づき、小学校の理科備品を整備する。
教育の情報化促進を図るため、すべての小学校にコンピューター及び周辺機器を整備するとともに、その適切な維持
管理を行う。

意       図
（成果指標）

児童の理科の学力向上を図るとともに、理科好きな児童を増やす。
ＩＣＴ教育を通じて、児童の主体的な学習活動への参加や、学習意欲、思考力、判断力などの向上に繋げる。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

小学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 教育振興費

基本事業名 基本事業13－４．教育環境の整備・充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成5年度以前 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 小学校教育振興・情報化事業 係　　　　　名 総務係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1043

ソフト事業 9

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 小学校教育振興・情報化事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

平成２９年１月に魚津市教育情報化整備基本計画を策定し
た。
Ｒ２年度に導入したタブレット、電子黒板等の維持管理管理
を行う。
Ｒ３年度にドリルソフト、フィルタリングを導入。タブレッ
トの持ち帰りを進めた。

１ 高い

Ａ 特に問題なし

コスト効率 １ 高い

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 Ａ

１
次
評
価

-74.8%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

21,256,184

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

21,275,400

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

理科教育振興法に基づき、中学校の理科備品を整備した。
理科備品：360,000円
各校に高速印刷機導入（リース）

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ

2,910,400 2,910,400 0.0% 2,910,400

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 19,545,666 84,332,313 22,406,585

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 2,910,400 2,910,400

-24.4% 18,185,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

3

②年間所要時間 時間 680 680 680 680 0.0% 680

⑤一般財源 円 16,456,266 24,050,913 19,316,185 18,178,784

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

167,000 -99.7% 180,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円 179,000 57,371,000 180,000

16,635,266 81,421,913 19,496,185 18,345,784 -77.5% 18,365,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

100.0% 50 

生徒用コンピューター整備率 ％ 100 100 100 100 100.0% 100 

千円 355 357 360 

成
果

理科備品整備率 ％ 47 50 

生徒用コンピューター台数 台 96 999 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

360 100.0%

50 50 

0 0 0 

360 

計画

活
動

当該年度理科備品整備数量

対　   　象 市立中学校における理科備品、コンピューター環境（パソコン室ほか）

手       段
（活動指標）

全中学校に所要の理科備品を整備する。
中学校にＰＣを配置し、随時、最適なコンピュータ環境に更新する。

２
事
業
概
要

事 業 概 要
理科教育振興法に基づき、中学校の理科備品を整備する。
教育の情報化促進を図るため、すべての中学校にコンピューター及び周辺機器を整備するとともに、その適切な維持
管理を行う。

意       図
（成果指標）

生徒の理科の学力向上を図るとともに、理科好きな児童を増やす。
ＩＣＴ教育を通じて、生徒の主体的な学習活動への参加や、学習意欲、思考力、判断力などの向上に繋げる。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

中学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 教育振興費

基本事業名 基本事業13－４．教育環境の整備・充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成5年度以前 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 中学校教育振興・情報化事業 係　　　　　名 総務係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1043

ソフト事業 10

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 中学校教育振興・情報化事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款



令和3年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

結果
(課長総括) 　 Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり

２
次
評
価

終了又は廃止・休止

不要

今
後
の
方
針

６
評
　
　
価

評価の視点 R2評価 R3評価 評価結果の説明

現状を維持 方
針
の
説
明
等

通学路安全プランを適宜見直し、関係機関と連携して実効性
のある対策をリニアに進めていくことが必要。

２ 普通

Ｂ 進め方等の改善が必要

コスト効率 ２ 普通

１ 適正である

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化

効  率  性 　

１
次
評
価

3.5%

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

1,293,711

特に問題なし

自治体関与の妥当性

有  効  性 　 Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度

1,317,000

５
取
組
内
容

　令和3年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

「魚津市小中学校通学安全プラン」に基づき、通学路の安全点検や見守り協力企業の募集を実施した。
小学校と見守り隊及び警察署等関係機関の連携を図った。
小学校安全見守り隊の活動用具費を助成した。

４
コ
ス
ト
情
報

区　　　分 単位

１ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 　 Ａ

856,000 0.0% 856,000

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,428,359 1,249,990

③人件費（②×＠ 4,280 円）(Ｂ) 円 856,000 856,000

224,000

人
件
費

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 0.0%

財
源
内
訳

事
業
費

事業費合計 　　(Ａ) 円

1

②年間所要時間 時間 200 200 200 0.0% 200

⑤一般財源 円 265,000 177,711

④その他（使用料、雑入等） 円

③地方債 円

260,000 237,000

②県支出金 円

①国庫支出金 円 237,000

572,359 393,990 502,000 437,711 11.1% 461,000

R4年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

H31年度 R2年度 R3年度

111.4% 0.70 

箇所 57 26 30 

成
果

年度内改善率（改善・対応個所数/点検個所） ％ 0.70 0.69 

R4年度

実績 実績 計画 実績 達成率３
指
　
　
標

活動指標名・成果指標名 単位
H31年度 R2年度 R3年度

32 106.7%

0.70 0.78 

30 

計画

活
動

通学路合同安全点検点検個所数

対　   　象 小中学校児童生徒、学校安全パトロール隊

手       段
（活動指標）

①関係機関と連携した通学路巡回活動、防犯教室、学校安全パトロール隊への助言活動
②学校安全パトロール隊への物品整備
③市内企業に対する見守り活動への協力依頼

２
事
業
概
要

事 業 概 要

児童生徒の通学安全を確保するために策定された「魚津市小中学校通学安全プラン」に基づき、見守り隊活動に必要な消耗品や隊員のボランティア保険、見
守り協力企業に対するステッカーの交付などを実施している。
また、関係機関と連携して市内小学校の登下校の安全のため通学路の巡回活動、不審者対応についての学校及び児童への指導や、学校安全パトロール隊への
助言を行い、学校安全を推進している。

意       図
（成果指標）

学校安全パトロール隊や見守り活動協力企業へ見守り活動を実施しやすい体制の整備により、パトロール活動の活発
化を図る。児童の登下校の安全（交通・防犯）を図る。

根　拠　法　令 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

小学校費

施　策　名 施策13．学校教育の充実 目 学校管理費

基本事業名 基本事業13－４．教育環境の整備・充実 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

教育費

政　策　名 政策07．誰もが学び豊かな心を育てるまちづくり 項

事　業　期　間 開始年度 平成22年度 終了年度 当面継続 予
算
科
目

予 算 事 業 名 通学安全推進事業 係　　　　　名 学校教育係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1044

ソフト事業 19

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名 通学安全推進事業 担
当
部
署

課　　等　　名 教育総務課

会　　　　　計 一般会計

総
合
計
画

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款


